
















With the 0.4%  level as a bottom, Japanese long term interest rate will go nowhere up. If JGB yield reach
to the 3.5% level, what are the impacts to the JGB holders and Japanese government  ?
1) At the end of March 2004, the outstanding amount of JGB is ¥450 trillion. So that loss accrued from
valuation will be ¥53 trillion .
2) The outstanding amount of the JGB will reach ¥600 trillion until  at the end of March 2007.
3) The current amount of interest payment is ¥9 trillion in a year. That figure will be increase to ¥20
trillion in a year, at the end of March 2007
The more I analyze JGB issues, the more seriously, the magnitude of crisis is brought home to me. It
seems that its solution would take many years. I have no idea to solve such  a  severe  problems . Koizumi
government also has no policy to solve JGB crisis. Furthermore, the government does not seem to have
awakened to this accountability as a huge debtor.
日本国債、償還期間、利払い、発行残高、郵便貯金、説明責任、資金循環表



































































































































































































































うち財政融資資金 64.2（13.3） 証券会社     7.8（  1.6）














































その他金融機関 証券会社 94,295 88,549
投資信託 85,804 77,851
非金融法人企業 民間企業 9,307 7,639
公的企業 2,150 3,271





































コア業務純益 4.8兆円 5.6兆円 5.2兆円
債券５勘定尻 0.4 0.4 0.8
業　務　純　益 4.8 4.7 4.7
株式５勘定尻 1.7 ▲ 2.4 ▲ 3.9
不良債権処理額 ▲ 6.9 ▲ 9.9 ▲ 6.6
経　常　利　益 0.6 ▲ 6.6 ▲ 4.8









97 98 99 00 01 02
有価証券 132,231 126,597 141,105 180,091 160,977 168,395
国債 33,333 32,273 46,221 74,401 66,265 78,137
地方債 9,585 9,684 10,264 10,192 10,034 9,113
社債 18,057 18,522 18,245 19,364 19,546 22,541
株式 45,976 44,979 45,415 44,379 34,411 23,192
貸出金 545,480 516,171 493,702 486,554 466,260 440,447
預金 529,011 502,589 503,182 517,780 529,027 525,848
自己資本 23,173 33,653 34,442 36,967 30,709 25,189
資産合計 859,584 808,002 768,763 827,955 775,352 751,431
有価証券合計は貸付有価証券をふくむ
日本銀行　全国銀行の決算状況より作成




















97年度 98年度 99年度 00年度 01年度 02年度
有価証券評価損益 5,685 5,297 10,975 2,628 316 796
　　　有価証券評価益 10,375 9,554 15,521 7,765 5,017 3,854
　　　有価証券評価損 4,685 4,257 4,546 5,137 4,701 3,059
　その他保有目的有価証券評価損益 5,685 5,297 10,975 2,431 62 620
　　　その他保有目的有価証券評価益 10,375 9,554 15,521 7,380 4,516 3,503
　　　　　債券 1,805 1,366 842 1,660 1,027 1,491
　　　　　株式 7,499 7,600 14,286 5,344 3,227 1,420
　　　　　その他の証券 1,070 587 392 375 262 591
　　　その他保有目的有価証券評価損 4,685 4,257 4,546 4,949 4,454 2,883
　　　　　債券 95 390 386 39 135 93
　　　　　株式 3,936 3,534 3,889 4,451 3,653 2,420























　　　下落率 4.3％　　評価損 3.35兆円　　下落率 8.2％　　評価損 6.39兆円



















保有 有価証券 百万円 単体
東京三菱 11年度末 12年度末 13年度末 14年度末
有価証券 11,874,874 17,520,047 16,309,350 16,351,043
国　　債 3,662,453 7,661,730 7,544,848 8,423,745
地  方  債 142,732 241,286 423,210 409,521
社　　債 901,414 890,966 1,160,750 1,242,446
株　　式 4,914,734 5,249,524 3,912,283 2,621,188
そ  の  他 2,253,539 3,476,540 3,268,256 3,654,141
国債の評価損益 　
取得価格 7,624,359 7,517,868 8,375,056
貸借対照表計上額 7,661,730 7,544,848 8,423,745
評価差額 37,370 26,980 48,689
国債の償還予定額 　
12年度　　　 13年度　　 14年度　　　
１年以内 4,886,876（  63.7％） 3,253,051（  43.1％） 2,656,213（  31.5％）
１年－５年 1,857,944（  24.2％） 3,960,729（  52.4％） 3,928,745（  46.6％）
５年－ 10年 916,909（  12.0％） 331,067（    4.5％） 1,575,575（  18.7％）
10年超 0（100.0％） 0（100.0％） 263,210（    3.1％）














上段　13年度 みずほホールディングス 　三井住友銀行 ＵＦＪグループ
下段　14年度
国債保有額 10,554,751 10,114,287   7,090,785
11,968,696 12,901,645 10,417,778
評　価　益 －）16,144        37,073          5,699
       78,741        78,216       124,733
償還予定
　　　１年以内 3,854,025（36.5） 2,179,224（21.5） 1,981,034（27.9）
3,567,541（29.8） 3,303,635（25.6） 3,684,385（35.4）
　　　１－５年 4,435,047（42.0） 6,340,438（62.7） 1,901,116（26.8）
4,143,028（34.6） 6,306,161（48.9） 3,522,398（33.8）
　　　５－10年 2,265,678（21.5） 1,324,773（13.1） 2,957,696（41.7）
4,148,350（34.6） 3,034,984（23.5） 3,020,597（29.0）
　　　　10年超            0（  0）    269,435（  2.7）    250,937（  3.5）
   109,778（  0.9）    256,865（  2.0）    190,398（  1.8）
　　　　　　計 10,554,751（100.0） 10,113,870（100.0） 7,090,783（100.0）
11,968,697（100.0） 12,901,645（100.0） 10,417,778（100.0）
株　　式 6,345,683 4,855,495 4,411,761
3,755,859 3,002,513 2,420,706





































































長期金利上昇幅      国債下落率     東京三菱      みずほ      三井住友     UFJ
１％ 　  4.3％           3,612億円           5,160億円           5,547億円           4,472億円
２％   8.2   6,888   9,840 10,578   8,528
３％ 11.8   9,912 14,160 15,222 12,272
４％ 15.1 12,684 18,120 19,479 15,704
５％ 18.2 15,288 21,840 23,478 18,928
　国債保有額　　各社の 14年度末　残高を基準に。




　　　区　　　　別 平成 14年度 平成 13年度 増減額　
億円 億円 億円
収　　　　益 62,914 75,551 ▲ 12,637
　運用収入 62,909 75,546 ▲ 12,637
　　財政融資資金預託金利子 47,083 59,144 ▲ 12,061
　　預金者等貸付金利子 62 101 ▲ 39
　　有価証券利子 12,228 12,243 ▲ 15
　　寄託金利子 2,849 3,482 ▲ 633
　　地方公共団体貸付金利子 88 0 88
　　売却及償還益 371 224 147
　　その他 228 352 ▲ 124
　雑収入 5 5 0
費　　　　用 45,610 66,551 ▲ 20,941
支　　 払　　 利　　 子 19,193 33,380 ▲ 14,187
通常郵便貯金利子 78 192 ▲ 114
積立郵便貯金利子 4 8 ▲ 4
定額郵便貯金利子 19,111 33,179 ▲ 14,068
住宅積立郵便貯金利子 0 0 0
教育積立郵便貯金利子 0 1 ▲ 1
諸　　 支　　 出　　 金 596 1,344 ▲ 748
　　消費税 11 16 ▲ 5
　　売却及償還差額補填金 501 1,311 ▲ 810
　　諸払戻及補填金 84 17 67
　郵政事業特別会計へ繰入 10,110 10,920 ▲ 810
　借入金利子 14,548 17,053 ▲ 2,505
　価格変動準備金繰入 1,163 3,854 ▲ 2,691







運   用   種   目 平成 14年度末 平成 13年度末
  構成比 構成比
億円 ％ 億円 ％
有価証券 901,100 38.6 721,676 30.2
　国債 718,463 30.8 526,878 22.0
　地方債 94,288 4.0 98,513 4.1
　公庫公団債等 28,761 1.2 25,204 1.1
　社債等 28,841 1.2 32,675 1.4
　外国債 30,746 1.3 38,406 1.6
貸付金 17,743 0.8 7,238 0.3
　地方公共団体 11,362 0.5 225 0.0
　預金者等 6,381 0.3 7,014 0.3
寄託金（指定単） 105,401 4.5 105,401 4.4
預金等 16,669 0.7 26,969 1.1
財政融資資金預託金 1,293,700 55.4 1,530,930 64.0

































郵便事業損益 郵便貯金残高 運用収入 うち国債利子 うち財融利子
  10年度   ▲ 6,107 2,525,867 111,807 12,406 90.921
  11 ▲ 18,650 2,599,702   99,808 12,813 78,634
  12 ▲ 12,969 2,499,336   88,769 11,525 68,917
  13       9,000 2,393,418   75,546 10,157 59,144




























































（ 資 　 　 産 　 　 の 　 　 部 ）
金 地 金
現 金
買 現 先 勘 定




手 形 貸 付
証 書 貸 付
電 子 貸 付
外 国 為 替
外 貨 預 け 金
外 貨 債 券
代 理 店 勘 定
そ の 他 資 産
取 立 未 済 切 手 手 形
預 貯 金 保 険 機 構 出 資 金
国 際 金 融 機 関 出 資
預金保険機構住専勘定拠出金
新 金 融 安 定 化 基 金 拠 出 金
政 府 勘 定 保 管 金
未 収 利 息
そ の 他 の 資 産
動 産 不 動 産
土 地 建 物 動 産
建 設 仮 払 金
保 証 金 権 利 金
貸 倒 引 当 金

































発 行 銀 行 券
預 金
当 座 預 金
そ の 他 預 金
政 府 預 金
当 座 預 金
国 内 指 定 預 金
そ の 他 政 府 預 金
売 現 先 勘 定
そ の 他 負 債
未 払 送 金 為 替
未経過割引料利息その他
未 払 法 人 税 等
そ の 他 の 負 債
退 職 給 付 引 当 金
債 券 取 引 損 失 引 当 金
外国為替等取引損失引当金
株 式 取 引 損 失 引 当 金
負 債 の 部 合 計
（資　　本　　の　　部）
資 本 金
法 定 準 備 金
特 別 準 備 金
当 期 剰 余 金
資 本 の 部 合 計
負債および資本の部合計
科　　　　　目
経 常 収 益
貸 出 金 利 息
貸 付 金 利 息
買 現 先 利 息
買 入 手 形 割 引 料
国 債 利 息
外 国 為 替 利 息
国 債 売 却 償 還 益
国 債 売 却 益
国 債 償 還 益
外 国 為 替 売 買 償 還 益
為 替 差 益
外 貨 債 券 売 却 償 還 益
そ の 他 経 常 収 益
金銭の信託（信託財産株式）運用益
国 債 借 入 担 保 金 受 入 利 息
受 取 配 当 金
受 入 手 数 料
貸 倒 引 当 金 取 崩 額
そ の 他 の 経 常 収 益
経 常 費 用
売 現 先 利 息
売 出 手 形 支 払 割 引 料
国 債 売 却 償 還 損
国 債 償 還 損
国 債 償 却
外 国 為 替 売 買 償 還 損
為 替 差 損








銀 行 券 製 造 費
国 庫 国 債 事 務 費
給 与 等
交 通 通 信 費
修 繕 費
一 般 事 務 費
租 税 公 課
減 価 償 却 費
そ の 他 経 常 費 用
国 債 借 入 料
支 払 手 数 料
そ の 他 の 経 常 費 用
経 常 利 益
特 別 利 益
動 産 不 動 産 処 分 益
そ の 他 の 特 別 利 益
特 別 損 失
動 産 不 動 産 処 分 損
株式取引損失引当金繰入額
そ の 他 の 特 別 損 失
税 引 前 当 期 剰 余 金
法人税、住民税及び事業税

























































































































































家計金融資産 14,379,441 14,116,723 13,854,425
現　　　　金 342,368 389,203 401,355
流動性預金 1,381,950 1,778,675 1,905,022
定期性預金 5,859,716 5,534,069 5,469,588
国債財投債 107,139 129,668 124,766
金　  融　  債 134,676 102,871 66,938
株　　　　式 763,469 639,719 598,189
保　　　　険 2,605,115 2,594,457 2,524,610










































































要償還額 借換債発行額 年度末公債残高（A） 利払費（B） （B）／（A）
15年度 820.420 749,700 4,505,000 91,800 2.03 ％
16 919.600 849,700 4,880,400 93,900 1.92
17 1,100,400 1,014,500 5,255,000 97,000 1.84
18 1,182,600 1,092,800 5,660,600 100,800 1.78
19 1,341,800 1,227,100 6,035,600 105,800 1.75
20 1,484,100 1,361,300 6,387,300 110,000 1.72
21 1,450,100 1,352,900 6,769,600 115,700 1.70
22 1,471,500 1,370,300 7,148,200 123,900 1.73
23 1,490,700 1,385,900 7,506,300 131,900 1.75
24 1,524,100 1,417,600 7,861,600 140,700 1.78
25 1,581,700 1,472,400 8,303,900 146,000 1.75
26 1,652,500 1,531,700 8,646,800 152,100 1.75
27 1,754,400 1,617,200 8,976,400 158,100 1.76






14年度 15 16 17 18
歳出　国　  債　  費 16.7 16.8 17.8 19.2 20.1
　　　地方交付税等 17.0 17.4 19.9 20.6 21.0
　　　一  般  歳  出 47.5 47.6 49.6 50.3 51.0
　　　　　  計 81.2 81.8 87.2 90.1 92.1
歳入　税　　　　収 46.8 41.8 41.6 42.0 42.6
　　　その他収入 4.4 3.6 3.5 4.1 4.0
　　　公　  債　  金 30.0 36.4 42.1 44.1 45.5









































国債発行残高 利率３％ ４％ ５％
24年度 786兆円 23.58兆円 31.44兆円 39.30兆円
25 830 24.90 33.20 41.50
26 864 25.92 34.56 43.20
27 897 26.91 35.88 44.85












   利払い額 ３％ ４ ％ ５％
残高 600兆円 18兆円 24兆円 30兆円
　財務省はすぐれた広報もしている。
　平成 15年度の利払い費は 9.1兆円、関西空港
１期総事業費　約 1.5兆円の６港分。
　１日あたり約249億円、ジャンボジェット機本
体　１機　約 260億円。
　１時間あたり約10億円　標準的な18クラスの
小学校建設費（除用地費）約 13億円。
　実際には、新発国債の利率が今年から上昇し
はじめても、残高の加重平均利回りに反映され
るには、タイムラグは長い。それでも、現在、一
般会計歳出にしめる利払い費の比率は11％だが、
放置しておけば、やがては15％になり、20％に
ふえる可能性は充分にある。
国債価格下落の影響
－ 18－
表17　一般会計　公債の推移
Ｂ
一般
会計
％
18.4
18.7
17.0
16.8
16.1
15.9
16.4
15.6
15.1
14.9
13.9
12.6
12.6
11.8
11.1
（注） １．公債依存度は、公債発行額／一般会計歳出額である。
２．公債残高は各年度の３月末現在額。ただし、平成14年度、15年度は見込み。（14年度は、15年度借換国債の14年度に
おける発行予定額（約９兆円）を含む。）
３．ＧＤＰは平成 13年度までは実績、14年度は実績見込み、15年度は政府見通し。ただし、昭和 54年度以前は旧ＳＮＡ
（88ＳＮＡ）ベースである。
４．10年度～15年度の特例公債残高には、国鉄長期債務、国有林野累積債務等の一般会計承継による借換国債が含まれる。
元
２
３
４
５
６
７
８
９
10
11
12
13
14
15
当　初
億円
71,110
（11.8）
55,932
（8.4）
53,430
（7.6）
72,800
（10.1）
81,300
（11.2）
136,430
（18.7）
125,980
（17.7）
210,290
（28.0）
167,070
（21.6）
155,570
（20.0）
310,500
（37.9）
328,100
（38.4）
283,180
（34.3）
300,000
（36.9）
364,450
（44.6）
補正後
億円
71,110
（10.7）
73,120
（10.5）
67,300
（9.5）
96,380
（13.3）
161,740
（20.9）
164,900
（22.5）
220,320
（28.2）
223,680
（28.8）
184,580
（23.5）
340,000
（38.6）
388,160
（43.4）
345,980
（38.5）
300,000
（34.7）
349,880
（41.8）
－
実　績
億円
56,385
（10.1）
73,120
（10.6）
57,300
（9.5）
95,360
（13.5）
161,740
（21.5）
164,900
（22.4）
212,470
（28.0）
217,483
（27.6）
184,590
（23.5）
340,000
（40.3）
375,136
（42.1）
330,040
（36.9）
300,000
（35.4）
349,680
（41.8）
－
公債残高
うち特例
公債残高
億円
1,609,100
（640,901）
1,663,379
（645,197）
1,716,473
（641,317）
1,783,681
（626,020）
1,925,393
（610,759）
2,066,046
（642,272）
2,251,847
（674,927）
2,446,581
（768,770）
2,579,875
（830,795）
2,952,491
（1,078,427）
3,316,687
（1,344,795）
3,675,547
（1,584,402）
3,924,341
（1,761,227）
4,276,538
（1,998,818）
4,504,389
（2,310,570）
公債
残高
ＧＤＰ
％
38.6
36.8
36.1
36.9
39.5
42.0
44.7
47.3
49.5
57.4
64.9
71.3
78.1
約 86
約 90
国債費
（当初）
Ａ
億円
116,649
142,886
160,360
164,473
154,423
143,602
132,213
163,752
168,023
172,628
198,319
219,653
171,705
166,712
167,981
Ａ
一般
会計
％
19.3
21.6
22.8
22.8
21.3
19.8
18.8
21.8
21.7
22.2
24.2
25.8
20.8
20.5
20.5
億円
111,321
110,694
119,301
121,257
118,614
115,875
116,505
117,031
116,821
115,892
113,682
107,432
104,023
95,944
90,602
公債発行額
（公債依存度：％）
うち
利払費
（当初）
Ｂ
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３　物価上昇でも債務者利益はすくない
　長期金利が上昇しつづけるということは、ふ
つうは物価も上昇し続けるということである。
物価上昇は債務者に利益をもたらし、債権者に
損失をもたらす。
　これまでの 10年間とは逆になる。
　最大の債務者である日本政府にとって、物価
上昇がつづけば国債償還時に実質的な債務軽減
をもたらす。極端な例は、戦争直後の日本で戦
前、戦中の国債は償還されたが、物価が200倍も
あがっており、債務者には何の償還負担はなく、
国民は泣いた。
　今回はどうか。極端なインフレは考えない。コ
ア消費者物価が過去 10年、年率マイナス 1％に
たいして、＋１％、２％　３％　４％　５％の場
合を想定する。それぞれ10年間では1.10倍、1.21
倍、1.34倍、1.48倍、1.62倍だが、600兆円で残
高がとまったとして、債務の実質負担はそれだ
け軽くなるはずだが、はたしてそうだろうか。
　第一に満期がくれば名目償還済額はかわらな
い。国債整理基金から出てゆく金額が軽減され
るわけではない。第二に、物価が上昇し続ける
場合には、政府の歳出もふえる。財政バランス
が悪化する懸念をともなう。第三に法人税、事
業税は、利益に課税されるものだから物価上昇
によりスライドしてふえるものではない。所得
税は物価上昇で個人の名目収入がふえれば、税
収もふえる。
　物価上昇と直結して増える可能性があるのは
消費税である。財政再建のために消費税率の引
き上げは必至だが、物価上昇とともに導入の時
期ははやまる可能性がある。物価上昇が債務者
利益をもたらすのは、極端なインフレの場合で
ある。現在、インフレターゲットの導入論や、一
部にインフレ期待論があるが、そのマイナス面
がおおきすぎて国債問題の解決手段にはなりえ
ない。
４　長期で解決するしかない
　国・地方の債務残高がすでにＧＤＰの150％に
せまり、削減の方策はみあたらない。そうなる
と、さまざまな提案がではじめる。とくに16年
７月の日銀券の新札発行にからめて、憶測をあ
おる妄言もすくなくない。そのなかで、注目す
べきは、政府紙幣発行論である。
　15年４月14日、コロンビア大学のジョセフ・
ステイグリッツ教授が日本経済新聞社主催のシ
ンポジュームで基調講演を行った。その席で政
策手段として、クリントン時代の経済諮問委員
会長、元世界銀行上級ＶＰのステイグリッツ教
授は、おどろくべき提案をした。
　「日本銀行がこれ以上信用供与を拡大するので
なく、政府が紙幣を発行せよ」というものだ。彼
は、こんなことを言ったらＰＨＤを剥奪される
かも知れないが、と前置きして基調講演で提案
し、パネルデイスカションで補足した内容は、論
者の解釈では次のようになる。
　「政府が紙幣を発行する。それで歳出の一部を
まかなう。減税の原資になるし生産性向上につ
ながる公共投資をおこなえば、民間投資を刺激
できる。 銀行への資本注入にもつかえる。政府紙
幣は、国債とちがって金利はゼロであり、債務
ではない。つまり返済の必要がない。国債はこ
れ以上ふえれば格付けの低下をまねくが、政府
紙幣ならそうはならない。政府紙幣は発行量を
管理すればインフレにはならない。」この荒唐無
稽な提案にたいして日本人のパネリストから強
い反論がでなかったことに、わたしは失望した。
わずかに日銀の白川理事がおだやかな批判をの
べていた。
　「国民は日銀券も政府紙幣も区別しない。両方
おなじように使えるとすれば、政府紙幣の通用
がふえれば、日銀券の発行がへる。全体の通貨
供給量は変らない。過去、ＧＤＰにたいする日
銀券の発行残高は８％で安定、いまは異常
国債価格下落の影響
－ 20－
で15％だが、やがて信用乗数は正常値にもどる。
信用乗数が安定しているかぎり、トータルの通
貨供給量はふえない。」
　ステイグリッツの提案は、中央銀行発生の必
然性を無視し、中央銀行の機能のうち最も重要
な発券機能を政府に一部もどすものである。好
意的にかんがえれば、あまりにも日銀だけに政
策の負担がかかっているのを軽減させるのかも
しれない。そうでなければ、日銀の国債引受は
もちろん、ありとあらゆる証券の日銀引受にす
すむしかないからだ。政府紙幣発行の実現性は
皆無であろう。ただ、そんなことまで外国の経
済学者に言われる国になってしまったのかと、
論者には重い後味が残っている。
　国債の問題は、長期間にソフトランデイング
させるほかない。外債ではないから、ロシアや
アルゼンチンのようなデフオールトはない。
　国に徴税権があるかぎり、わがくにが独立国
家として存続するかぎり、日本人が子孫もふく
めて長い間かかって処理するしか選択余地はな
いのである。
Ⅳ　おわりに
　本稿で主張したいことは、以下の点に集約で
きる。
　（長期金利）15年６月の 0.43 ％をボトムとし
て、すでに１％以上上昇して1.67％となった。18
年度末までに、あと最低１％、最大２％の上昇
の可能性は充分ある。18年度末、長期金利の水
準を2.5％－ 3.5 ％として、ひとつだけの数字を
選べば、3.5％として影響を試算する。
　（評価損）時価会計を行えば長期金利が 3.5 ％
へ上昇すれば、15年度末の約450兆円の国債・財
融債発行残高にたいして11.8 ％、総額53.1兆円
の評価損が発生する。非金融法人、家計は国債
の保有比率が少なく影響は大きくはない。民間
銀行、生・損保は、本業でのカバーと、国債以
外での運用によって、打撃を少なくする余地が
ある。年金は運用ポートフオリオの改善をせま
られる。問題は、郵貯と財融資金で、国債の評
価損の拡大が存立をおびやかすことになる。
　（発行残高）小泉首相は在任中は消費税をあげ
ないと公約した。財務省の国債発行残高は18年
度末、すくなくとも600兆円にせまるのは確実で
ある。これまで順調に消化してきた新発債の
マーケットは、下げ相場のなかでの大量発行と
変わる。個人消化に圧力がかかる。
　（利払い）現在の年間利払いは約９兆円であ
る。加重平均利回りは 2.3％である。残高が 600
兆円になる18年度末、それまでに長期金利が3.5
％になっているとする。加重平均利回りを３％
とみると、利払いは18兆円、４％なら24兆円と
なる。年間20兆円の利払いとは一般会計規模の
25％という事態である。
　これにたいして、今のところ論者には賢明な
対策は思いつかない。いずれにせよ、国債問題
は長期間をかけて、日本人が、あらゆる知恵を
だしつくして解決するほかない。そのためには、
債務者である政府が、とりわけ、内閣府、財務
省、日本銀行などがもっとアカウンタビリテイ
を自覚せねばならない。本稿のような試算は粗
くて説得性はとぼしいし、影響力はないかもし
れない。代わって、このような国債問題の現状、
展望を中心とした政策当局の徹底したデイスク
ロを切望する次第である。
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